




















( 1 ) 連結範囲の決定基準 
( 2 ) 作成免除 (連結免除) 
( 3 ) 連結禁止・連結放棄 
(以上第35巻第 4 号) 
( 4 ) 連結範囲に関する事例 
( 5 ) 1998年12月のプラン・コンタブル連結会計
規定の改正 
( 6 ) 連結会計の基本原則 
(以上第36巻第 2 号) 
( 7 ) 個別計算書類の再処理 




(以上第36巻第 3 号) 
③ 繰延税金の会計処理から生ずる再処理 
(以上第37巻 2 号, 第 3 号, 第 4 号) 
( 9 ) 個別計算書類の選択的再処理 
① 商法典およびプラン・コンタブル 
(PCG) により認められたオプション 
(以上第38巻第 1 号) 
② D248 - 8 条オプション 
(以上第39巻第 2 号) 
③  6 条オプション 
(以上第39巻第 3 号) 
(10) 外貨換算会計 
(以上第39巻第 4 号, 第40巻第 1 号) 
(11) リース会計 
(以上第40巻第 4 号) 
(12) 連結計算書類の作成基準 
① 資本連結 
1 ) 1968年国家会計審議会 (CNC) 勧告
書における資本連結の特徴 
2 ) 1968年国家会計審議会 (CNC) 勧告
書の適用例 
(以上第43巻第 1 号) 
3 ) 1968年国家会計審議会 (CNC) 勧告
書の資本連結の問題点 
4 ) 1978年国家会計審議会 (CNC) 報告
書案および1982年プラン・コンタブ
ル・ジェネラルの連結会計規定 
(以上第44巻第 3 号) 
5 ) 1970・80年代におけるフランス多国
籍企業グループの資本連結処理 
(以上第45巻第 1 号) 
6 ) 第一回連結差額の処理と無形資産
の計上問題 

















38  フランス連結会計基準の国際的調和 (18) 





審議会 (Conseil National de la Comptabilité ; CNC) は, 
1998年12月, 連結計算書類に関する意見書第98- 
10号を公表した (1)｡ 当該意見書は, 1982年プラ
ン・コンタブル・ジェネラル (Plan Comptable Général ; 









に係る1999年 6 月22日付省令｣(3) (以下 ｢1999年連結




認に係る1986年12月 9 日付省令(4) (以下 ｢1986年連






第 1 図表 1999年連結会計規則 (構成) －1986年連結会計規則との比較 
1986年連結会計規則 1999年連結会計規則 
第 1 部 連結方法 

















第 3 部 連結総合書類 
第 1 部 連結の範囲と方法 
第 2 部 連結規則 
第 1 章 全部連結 
20 一般原則 





















第 2 章 比例連結 
第 3 章 持分法 
第 3 部 評価と表示の方法 
第 4 部 連結総合書類 
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1999年連結会計規則は第 1 部 ｢連結の範囲と方
法｣, 第 2 部 ｢連結規則｣, 第 3 部 ｢評価方法と表
示方法｣, 第 4 部 ｢連結総合書類｣ および第 5 部 
｢適用初年度｣ から構成されており, 全部連結に
おける資本連結の規定は, 第 2 部 ｢連結規則｣ に






2 部 ｢連結規則｣ が中心である｡ その中で, パラ
グラフ20 ｢ 1 つの取引での連結範囲への企業の流
入｣ の内容に焦点を当ててみたい｡ 















している｡ 以下, 具体的に取り上げてみよう｡ 
 
第 2 図表 1999年連結会計規則における資本連結の特徴 －1986年連結会計規則との比較 





































原則 : 全面時価評価法 
部分時価評価法規定上容認 


























回連結差額｣ がまず把握され, 次に当該差額は 
｢評価差額｣ と残余としての ｢取得差額｣ に分解
された｡ そして, 評価差額はこれを該当資産に割
当てる｡ 本稿で言う ｢原則法処理｣ がこれである｡ 
また, 第一回連結差額を評価差額と取得差額とに
分解できない場合には, これをすべて ｢取得差額｣ 
として処理する簡便法処理も認められていた(5)｡ 
これに対して, 1999年連結会計規則パラグラフ



















て ｢取得差額｣ が把握されることになる｡ この場























は, 米国基準あるいは国際会計基準 (IAS) 第22号 
｢企業結合｣ が採用してきた方法でもある｡ 1990
年代において, レール･リキッド, ラファルジュ























えることである｣ (PCG 1982, p.Ⅱ.141)｡ 
さらに, パラグラフ2101 ｢第一回連結差額｣ では, 
｢連結範囲への企業の流入時に, その証券の取
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得原価と当該日に獲得された当期利益を含むその
企業の自己資本における保有企業の持分との差異











・ ｢取得差額｣ と呼ばれる割当てられない残額 













この  ｢一定の識別可能要素  (certains elements 













員会  (COB) が ｢無形資産の計上要件｣ および 
｢無形資産の計上に係る COBの考え｣ を表明した












済的便益 (avantages économiques futures) または市場

















2) 1989年における証券取引委員会 (COB) の
見解 
証券取引委員会 (COB) は, 識別および認識の
要件として ｢事後的にその価値の変化を検証でき
る個別性を有すること｣ および ｢客観的かつ検証









42  フランス連結会計基準の国際的調和 (18) 
として示された｡ 
3) 1990年 1 月15日付国家会計審議会 (CNC) 意
見書 




に識別可能｣ とされる(10)｡ つまり, 国家会計審議
会 (CNC) の意見書においても, 十分に明確に定
義される評価方法に基づき事後的に価値の評価が
可能であることが認識の要件となっていた｡ 商


























いても, 特許権, 商標・ブランド, 市場シェアが無
形資産の例として示されている｡ 
既述のとおり, 1990年代のフランス企業では, 
法的保護 (ダノン), 永続性 (ダノン), 客観的な方
法による評価 (ラファルジュ), 価値変動の継続的
把握可能性 (ロレアル, アコー), 確立された名声 
(ルイビトン・モエエネシー), 個別識別可能性 (ルイ






形資産としては, 商標・ブランド, 市場シェア, 顧
客, 映画および類似の権利, 営業ネットワーク, 
営業権, 工業権などがあった(11)｡ 
5) 国際会計基準 (IAS / IFRS) との比較 
国際会計基準 (IAS) 第22号 ｢企業結合 (Business 






性が高く, かつ (b) 取得企業にとって, それらの
原価または公正価値を信頼性をもって測定できる
場合｣ (para.27) である(12)｡ 
当該認識の要件は, 国際会計基準委員会 (IASC) 
｢財務諸表の作成・表示に関するフレームワーク 
(Framework for the Preparation and Presentaion of Financial 
Statements)｣ (1989年) において示された財務諸表
の構成要素の認識に係る一般原則 (para.83), 資産








び国家会計審議会  (CNC) の一連の見解並びに
1999年連結会計規則に示された要件は, 相対的に
緩いのではないかと見られる(13)｡ 
すなわち, 国際会計基準 (IAS) 第22号における
認識には, 当該資産・負債に係る将来の経済的便
益が取得企業へ流入または取得企業から流出する 
















ところで, 国際財務報告基準 (IFRS) 第 3 号 ｢企
業結合｣ (2004年)(15)は, その ｢設例｣ の中で, 商
標・ブランド, 雑誌タイトル, 非競争に関する合
意, 顧客リスト, ソフトウエア, 特許権を持たな
い技術などを企業結合における識別可能無形資産
の例として示している｡ 
他方, 国際会計基準 (IAS) 第38号 ｢無形資産｣ 
(2004年) は, 市場シェアおよび人的潜在力に結び
ついた要素を無形資産の種類から除外した (par. 
119)｡ 市場シェアは, ラファルジュ, ロレアル, 
アコー, ブイグ等いくつかのフランス企業が計上
してきた｡ 
6) 会計規制委員会 (CRC) 規則第2005-10号(17)
による1999年連結会計規則の改訂 
1999年連結会計規則における2005年改訂パラグ
















ェア｣ を削除した｡ これは, 2005年改訂 ｢1999年
連結会計規則｣ が市場シェアを無形資産として識
別・計上することを認めないことを意味している(18)｡ 
当該変更は, 既述のとおり, 国際会計基準 (IAS) 
第38号に調和した形になっているが, 市場シェア
の計上をめぐっては , その後なお議論が続き , 
2005年12月26日省令による2005年改訂の承認の際, 
市場シェア除外の取扱いは曖昧にされ, 2006年の
国家会計審議会 (CNC) 緊急委員会意見書2006E 




員会 (CRC) 規則第99-03号 (1999年プラン・コンタブ
ル・ジェネラル)(20)における第211-3条および311-1
条に定める条件を充足しなければならない｡ 会計











また, 会計規制委員会 (CRC) 規則第99-03号第














要件は, IAS 第38号 ｢無形資産｣ における無形資
産の識別可能性 (par.12) および認識 (par.21) の要
Hosei University Repository








的便益とは, 実体への純キャッシュ・フロー (flux 





このように, 1999年連結会計規則は CRC 規則第
2005-10号による改正を経て, また, 個別会計の

































この ｢流入価値 (valeur d'entrée)｣ の用語につい
ては, 当初の1998年12月17日付国家会計審議会 
｢連結計算書類に関する意見書｣  第98-10号は , 
｢公正価値 (juste valeur)｣ の用語を用いていた(23)｡ 
この点に関して, 1993年国家会計審議会 ｢取得
差額作業グループ｣ 報告および ｢連結計算書類委
員会｣ 報告, さらに1995年 ｢企業セクション｣ 報
告が ｢時価 (valeur actuelle)｣ の用語を採用してい
たことは既述のとおりである(24)｡ 一連の審議の過
程で , 時価の用語を採用するのか , ｢効用価値 














































せる考え方は, 後述するとおり, 国際会計基準 
(IAS) 第22号  ｢企業結合  (Business Combinations)｣ 
(1993年改訂) が採用していた考え方でもある｡ す














(biens destinés ā l'exploitation)｣ と ｢経営に使う予定

































ものは, これを当該経営者にとっての ｢効用価値 
(valeur d'utilité)｣ で評価する｡ 効用価値は, 一般に
その ｢取替価値 (valeur de remplacement)｣ と同一の
ものと見なされる｡ 
2) 取得企業にとっての効用価値 














46  フランス連結会計基準の国際的調和 (18) 
価値の決定のために考慮した価値にそれらを導く















｢市場価値 (valeur de marché)｣ で評価し, もし市場
価値がない場合には ｢正味実現可能価値 (valeur 









クレ第 7 条第 4 項) であり, ある財貨に係る ｢市場｣ 
と当該財貨の ｢企業にとっての効用｣ という二つ
の要素に関わっているからである(25)｡ 
3) 国際会計基準 (IAS / IFRS) との比較 
既述のとおり, 識別可能資産・負債の流入価値を
それらの使用目的に応じて決定するという流入価値
評価の基本的な考え方は, 国際会計基準 (IAS) 第22
号 ｢企業結合 (Business Combinations)｣ (1993年改訂) が
採用した考え方に類似するものである｡ 
 
第 3 図表 資産・負債の分類と評価 
資産・負債の分類 1999年連結会計規則 国際会計基準 (IAS) 第22号 (1993年) 
採用すべき価値 ｢流入価値｣ ｢公正価値｣ 
・経営での使用を予定した財貨 効用価値 (取替価値), － 
・現在の使用目的で使用する財貨 － 現在の使用目的での市場価値 








ただし, 第 3 図表に示すとおり, IAS 第22号にお
ける資産・負債の分類は, ｢経営での使用を予定し









他方, 1998年改訂の IAS 第22号は資産等の ｢使
途｣, 従って経営者の意図を重視する考え方を放
棄し, 公正価値の決定の指針に従って決定するこ
ととなった｡ 2004年国際財務報告基準 (IFRS) 第 3 
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ることができる｡ 当該方法は, 識別可能要素の再
評価を取得した株式の持分部分に限定する方法で

























第 4 図表 少数株主持分の評価 (全面・部分時価評価法) 
規則・見解 全面時価評価法 部分時価評価法 
1986年連結会計規則 ○ ○ (規定にはないが事実上容認) 
1993年取得差額作業グループ 簡便性の点から容認 支 持 
1993年連結計算書類委員会 支持 (経済的エンティティーの観点) 容 認 
1993年改訂国際会計基準 (IAS) 第22号 ○ (認められる代替処理) ○ (標準的処理) 
1995年企業セクション 支持 (全部連結の考え方に近似) 容 認 
1999年連結会計規則 ○ ○ (既適用企業に対して容認) 
2004年国際財務報告基準 (IFRS) 第 3 号 ○ × 
2005年改訂1999年連結会計規則 ○ × 
・1993年改訂国際会計基準 (IAS) 第22号 ｢企業結合｣, pars.31-34. 










会計基準 (IAS) 第22号の考え方と異なっていた｡ 
IAS 第22号は ｢取得の原価の配分｣ の観点から部
分時価評価法を標準的処理とし, 全面時価評価法
を認められる代替処理としているからである｡ そ
























パラグラフ215 ｢例外的方法 (Méhode dérogatoire)｣ 
によれば, 










がその実質において, 上記 b. に規定された株式ま
たは持分以外に, 当該取引時に実現する発行額の
10％を超える対価を規定していないこと, ｄ. 支










第 5 図表 持分プーリング法の適用 
会計規則・基準 持分プーリング法 
1986年連結会計規則 ○ (言及なし・事実上可能) 
国際会計基準 (IAS) 第22号 (1993年・1998年改訂) ○ (一定の条件を充足する場合に強制) 
1999年連結会計規則 ○ (例外的方法として容認) 
2000年・2005年改訂1999年連結会計規則 ○ (例外的方法として容認) 
2004年国際財務報告基準 (IFRS) 第 3 号 × (禁止) 
・1993年改訂国際会計基準 (IAS) 第22号 ｢企業結合｣, pars.61-67. 









これに対して, 国際会計基準 (IAS) 第22号 ｢企
業結合｣ (1993年・1998年改訂) は, 持分の結合に相
当する企業結合に対して持分プーリング法の適用
を義務づけてきたが, 国際財務報告基準 (IFRS) 



















































エエネシー), 活動量, 総利益, 開発コストを主要
なパラメーターにした方法 (アコー), 収益性, 活
動および経済的評価の規準を総合した方法 (ブイ
グ) であった｡ 











3) 国際会計基準 (IAS / IFRS) との比較 
既述のとおり, 国際会計基準 (IAS) 第22号 ｢企
業結合｣ (1993年・1998年改訂) は, 識別可能資産・
負債をその公正価値で計上すべきことを定めてい






















































という表現は, 商法第 9 条第 7 項 (筆者注 ; 2005年の
改訂で ｢商法典 L123-14条第 3 項｣ に改正) の意味で










































該提案を支持する一方, 国際会計基準 (IAS) 第22










































(3) 国際会計基準 (IAS / IFRS) との比較 
1) 正の取得差額の処理 
国際会計基準 (IAS) 第22号 ｢企業結合｣ (1993年




られるべきである｡ 償却期間は 5 年を超えるべき
ではない｡ ただし,  5 年を超える期間が正当化さ





さらに, 国際財務報告基準 (IFRS) 第 3 号 ｢企業結
合｣ (2004年) は, 議論の末のれんの規則的償却を
廃止し, IAS 第36号 ｢資産の減損｣ に従って毎年
減損テストを実施することとなった｡ 
 
第 6 図表 正の取得差額 (のれん) の処理 
 除去説 維持説 
規則・基準 規則的償却 自己資本控除  
1986年連結会計規則 ○ (期間非明示) ○ (例外的処理) × 
1993年改訂 IAS 第22号 ○ ( 5 年・最大20年) × × 
1998年改訂 IAS 第22号 ○ (20年・20年超も容認) × × 
1999年連結会計規則 ○ (期間非明示) ○ (例外的処理) × 
2004年 IFRS 第 3 号 × × ○ (減損テスト) 
2005年改訂1999年連結会計規則 ○ (期間非明示) ○ (例外的処理) × 
・2004年 IFRS 第 3 号 ｢企業結合｣, pars.54-55. 
(筆者作成) 
 
第 6 図表に示したように, 取得差額の処理に関
しては, 維持説に転換した国際会計基準 / 国際財
務報告基準と, 除去説をなお維持するフランス会
計規則との間に, 大きな差異が生じている｡ また, 
フランスは, 一貫して例外的ながら自己資本から
の控除を容認しており, これも国際会計基準 / 国
際財務報告基準との相違を大きくしている｡ 
2) 負の取得差額の処理 
国際会計基準 (IAS) 第22号 ｢企業結合｣ (1993年
改訂) によれば, 負のれんは, これを取得された
非貨幣性資産から比例的に減額し, 残額がある場
合は ｢負ののれん｣ として 5 年以内の期間にわた
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1986年連結会計規則 ○ (期間非明示) ○ (例外的処理) × × 
1993年改訂 IAS 第22号 × × ○ (標準処理) 
(原則 5 年・最大20年) 
○ (代替処理) 
(原則 5 年・最大20年) 







1999年連結会計規則 ○ (期間非明示) ○ (例外的処理) × 

























また, 国際財務報告基準 (IFRS) 第 3 号 ｢企業結





なければならない｣ (par.56) とした｡ 
このように国際会計基準 (IAS / IFRS) はその処















































































































































































































































容認する ｢消極説｣ を採用していた(33)｡ 
これに対して, 1999年連結会計規則は, 上記の 2 
つの条件を充足すればリストラ費用引当金の計上































用価値の決定についても, 第 9 図表に示すとおり, 
極めて類似したものとなっている｡ 
しかし, 1998年改訂 IAS 第22号は, 経営者の使
用に係る意図に基づく評価の考え方を放棄し, 公
正価値の決定に係る指針に従うものとする (pars. 
39-40)｡ これによれば, 土地・建物は市場価値, 工
場設備は査定に基づく市場価値で評価される｡ ま
た, 無形資産の公正価値に関しては, IAS38号 ｢無







棄した国際会計基準 (IAS / IFRS) との間には, 基
本的な考え方に相違が見られる｡ 
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56  フランス連結会計基準の国際的調和 (18) 















価値, 活発な市場がない場合 : 
実務を参考にして見積もられ
る効用価値 
フ ァ イ ナ ン
ス・リース契約 
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第 9 図表 1999年連結会計規則における効用価値の決定 －国際会計基準 (IAS) との比較－ 
資産・負債項目 1999年連結会計規則 
(経営で使う予定の財貨) 








市場価値 (1998年改訂)  




用 : 当該使用目的での市場価値, 異なる
使用目的での使用 : 当該使用目的での市
場価値 
(工場設備) 通常使用 : 評価による市場価
値, 一時使用 : 取替原価と正味実現可能
価値とのいずれか低い価額 














棚卸資産・進行中の契約 完成品 : 販売価格から販売費用・差益を























































































(2) 国際会計基準 (IAS / IFRS) との比較 
これに対して, 国際会計基準 (IAS) は, 識別可
能資産・負債の公正価値の取得後毎期末における
取扱いに関して, IAS 第22号 ｢企業結合｣ に包括
的な規定を設けておらず, 個々の会計基準で個別
に取り扱われている｡ 例えば, IAS 第38号 ｢無形
固定資産｣ (2004年改訂) は原価モデルまたは再評





準 (IAS) および1999年連結会計規則では, 減損会
計の適用等によりともに再見積価値の採用が強制
されるのに対して, 期末の再見積価値が当初の流













( 1 )  Conseil National de la Comptabilité (CNC), Avis 
n°98-10 du 17 décembre 1998 relatif aux comptes 
consolidés, Bulletin trimestriel,  4etrimestre, n°117, 
1998, pp.5-37. 
( 2 )  Comité de la Réglementation Comptable (CRC), 
Règlement n°99-02 du 29 avril 1999 relatif aux comptes 
consolidés des sociétés commerciales et entreprises 
publiques. 
( 3 )  Arrêté du 22 juin 1999, Annexe, Règles et methods 
relatives aux comptes consolidés. 
( 4 )  Arrêté du 9 décembre 1986 complétant et modifiant 
le Plan Comptable Général. 
( 5 )  原則法処理および簡便法処理については, 拙稿 
｢フランス連結会計基準の国際的調和 (15)｣ 法政大
学経営学会 『経営志林』 第45巻第 1 号 (2008年 4 月),  
4 頁を参照｡ 
( 6 )  拙稿 ｢フランス連結会計基準の国際的調和 (16)｣ 
法政大学経営学会 『経営志林』 第45巻第 2 号 (2008
年 7 月), 14-16頁を参照｡ 
( 7 )  拙稿 ｢フランス連結会計基準の国際的調和 (17)｣ 
法政大学経営学会 『経営志林』 第45巻第 4 号 (2009
年 1 月), 2, 7-8, 11-12頁を参照｡ 
( 8 )  拙稿 ｢フランス連結会計基準の国際的調和 (16)｣ 
法政大学経営学会 『経営志林』 第45巻第 2 号 (2008
年 7 月), 10-11頁を参照｡ 
( 9 )  前出拙稿, 10頁｡ 
(10)  前出拙稿, 11頁｡ 
(11)  拙稿 ｢フランス連結会計基準の国際的調和 (17)｣ 
Hosei University Repository
経営志林 第46巻 2 号 2009年 7 月  59 
法政大学経営学会 『経営志林』 第45巻第 4 号 (2009
年 1 月), 26頁を参照｡ 
(12)  International Accounting Standard Committee (IASC), 
International Accounting Standard (IAS) 22,  Business 
Combination (revised1993). 
(13)  この点は, Maillet-Baudrier, C., L Manh, A., Les 
Normes comptables internationals IAS-IFRS,  5eédition, 
Édition Foucher 2007, p.79でも指摘されている｡ 
(14)  拙稿 ｢フランス連結会計基準の国際的調和 (17)｣ 
法政大学経営学会 『経営志林』 第45巻第 4 号 (2009
年 1 月), 28-29頁を参照｡ 
(15)  IASB, International Financial Reporting Standard 
(IFRS) 3,  Business Combination, 2004. 
(16)  IASC, International Accounting Standard (IAS) 38,  
Intangible Assets (revised2004). 
(17)  CNC, Avis n°2005-10 afférant ā l'actualisation du 
règlement n°99-02 relatif aux comptes consolidés des 
sociétés commerciales et enterprises publiques, Bulletin 
trimestriel,  4etrimestre, n°145, 2005, pp.24-35. 
(18)  Ibid,  p.25. 
(19)  この経緯については, Maillet-Baudrier, C., L Manh, 
A., op. cit., p.280を参照, 
(20)  CRC, Plan Comptable Général 1999   (Règlement 
n°99-03 du 29 avril 1999 du Comité de la Réglementation 
Comptable). 
(21)  CRC, Règlement N°2004-06 du 23 novembre 2004 
relatif ā la definition, la comptabilisation et l'évaluation 
des actifs. なお, 現在, プラン・コンタブル・ジェ
ネラル (PCG) の最新版 (仏語・英語) (2005年11月以
降適用) が国家会計審議会ホームページ (www.cnc. 
minefi.gouv.fr) で公式に公表されている｡ 
(22)  IASC, International Accounting Standard (IAS) 38,  
Intangible Assets, 1998. 
(23)  CNC, Bulletin trimestriel,  4etrimestre 1998, p.14. 
(24)  拙稿 ｢フランス連結会計基準の国際的調和 (16)｣ 
法政大学経営学会 『経営志林』 第45巻第 2 号 (2008
年 7 月), 13-20頁参照｡ なお, 本稿はこれまで ｢現
在価値｣ と訳してきたが, これを ｢時価｣ にあら
ためたい｡ 
(25)  拙稿 ｢フランス連結会計基準の国際的調和 (16)｣ 
法政大学経営学会 『経営志林』 第45巻第 2 号 (2008
年 7 月), 17頁参照｡ 
(26)  この経緯については, 拙稿 ｢フランス連結会計
基準の国際的調和 (16)｣ 法政大学経営学会 『経営
志林』 第45巻第 2 号 (2008年 7 月), 14-19頁参照｡ 
(27)  CRC, Règlement n°2000-07 du 7 décembre 2000 du 
Comité de la réglmentation comptable modifiant et 
complétant l'annexe au règlement n°99-02 du 29 avril 
1999 du Comité de la réglmentation comptable relative 
aux comptes consolidés des sociétés commrciales et 
entreprises publiques (paragraphes 25 et 2801), CNC, 
Bulletin trimestriel,  4etrimestre, n°125, 2000, pp.57-59. 
(28)  拙稿 ｢フランス連結会計基準の国際的調和 (17)｣ 
法政大学経営学会 『経営志林』 第45巻第 4 号 (2009
年 1 月), 26頁を参照 
(29)  拙稿 ｢フランス連結会計基準の国際的調和 (16)｣ 
法政大学経営学会 『経営志林』 第45巻第 2 号 (2008
年 7 月), 4-7 頁参照｡ 
(30)  前出拙稿, 6-7 頁参照｡ 




(33)  前出拙稿, 17-18頁, 20-21頁参照｡ 
Hosei University Repository
